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次     第 

 
 

１．開 会 

 

２．支部長挨拶 

 

３．議長選出 

 

４．議 事 

 

【第１号議案】 
１．２０２３年度事業活動報告 

２．２０２３年度収支決算報告、２０２３年度監査結果報告 

 

【第２号議案】 
１．２０２４年度事業活動計画 

２．２０２４年度収支予算計画 

 

【第３号議案】 
奈良支部役員・評議員の選任及び退任の件 

 

【第４号議案】  
奈良支部会則の一部変更の件 

 

５．議長解任 

 

６．その他 

 

７．閉 会 
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【第１号議案－１】 

 

 

２０２３年度 事業活動報告 

 

 

２０２３年度事業計画に基づき、テレコミュニケーション教育事業（電話応対コンクール、企業電話応対コ

ンテスト、電話応対技能検定等）を通じて、顧客満足経営を推進する企業の人材育成を支援するとともに、

ＩＣＴ活用推進事業（各種セミナーやホームページ等による情報提供）の実施により、会員及び情報通信サ

ービス利用者の利便増進に取り組んできました。 

具体的な実施状況は以下の通りです｡（実施期間は２０２３年４月～２０２４年３月）  

 

 

１．テレコミュニケーション教育事業 

 

（１）電話応対コンクール 

各企業の社員の電話応対と応対技能のレベルアップを通じて、顧客満足経営の推進を図るための人材

育成を目的として毎年実施しています。 

参加者は、毎年設定される競技問題に取り組み、電話応対サービスの技能を競い合います。 

 

項目 実施月日 実施場所 事業所数 参加者数 

予選会（録音方式） ６月２６日～７月７日 参加事業所 １２社 ２２名 

奈良支部大会（集合方式） ９月８日 
奈良県 

コンベンションセンター 
１０社 １３名 

全国大会（集合方式） １０月２０日 
札幌文化芸術劇場 

ｈｉｔａｒｕ（北海道札幌市） 
１社 １名 

※全国延参加者：６，３１６名 

 

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行されての初めてのコンクールでしたが、コロナ禍での学び

を活かした上で、２０２３年９月８日（金）、奈良県コンベンションセンターに於いて開催しました。    

予選会を勝ち上がった１３名の出場選手が集い、会場およびリモートでの観戦者の方が見守る中、例年ど

おりの熱い戦いが繰り広げられました。審査員、入賞者は以下の通りです。 

なお、最優秀賞の小松原 純さんは奈良県代表として第６２回全国大会へ出場しました。 
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■電話応対コンクール 奈良支部大会 審査員 

事 業 所 名 等 氏名 

株式会社ＪＢＭコンサルタント 主席講師 中尾 知子 

有限会社ビッグフェイス 講師 羽川 由美子 

オフィス・アオキ 代表 青木 慶子 

ｃｏm．企画 代表 小堀 恭子 

ＤＩＡサポート 代表 橋本 美詠子 

 

 

■電話応対コンクール 奈良支部大会 結果  

賞 事 業 所 名 氏名 

最優秀賞 大和物産株式会社 小松原 純 

優秀賞 
株式会社アイ・エヌ・ジー・ドットコム 柴山 順子 

ＪＷマリオット・ホテル奈良 泉谷 陽子 

優良賞 
個人 扇田 由実  

個人 甲野 有美 

 

全国大会は、２０２３年１０月２０日（金）、会場への入場を事前予約制とする等の感染対策を講じた上、 

北海道札幌市「札幌文化芸術劇場ｈｉｔａｒｕ」において、集合方式で開催しました。 

全国の６，３１６名の参加者から予選を勝ち抜いた５７名の代表選手が、自らの技量をフルに活かし、 

電話応対に臨みました。なお、奈良県代表の結果は以下の通りです。 

 

■電話応対コンクール 全国大会 結果（奈良県代表） 

賞 事 業 所 名 氏名 

優良賞 大和物産株式会社 小松原 純 

 

 

（２）企業電話応対コンテスト 

ユーザ協会本部が運営を統括しているもので、エントリーいただいた職場・事業所に合わせて設定したス

クリプトに基づき、コンテスト専門スタッフが仮のお客様となって予告なしに電話をかけ、その応答模様をテ

ープに録音し、複数の審査員で審査をする形式で実施しました。 

２０２３年度（第２６回）企業電話応対コンテストについては、全国から３３５事業所の参加があり、会長賞１社、

理事長賞３社、優秀賞１６社の合計２０社が受賞しました。 

全国参加事業所の業種部門別内訳は以下のとおりです。  
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奈良支部からは 株式会社イベント２１ 様が参加しました。 

 

 

（３）電話応対技能検定（もしもし検定） 

電話応対のエキスパートとして即戦力になり得る社内指導者の育成を目的とした検定制度で、２０２３年度

については、様々な事業機会を捉えて参加者の拡大に取り組んだ結果、４７名の方が参加しました。 

 

項目 実施月 実施場所 事業所数 参加人数 合格者数 

１級 研修会・検定試験 
４月 奈良県コンベンションセンター ２社 ２名 ２名 

２月 奈良県コンベンションセンター ２社 ２名 １名 

２級 研修会・検定試験 

６月 奈良県コンベンションセンター ４社 ６名 ３名 

１０月 一般社団法人奈良県経済倶楽部 ５社 ５名 ２名 

１２月 奈良県コンベンションセンター ２社 ２名 ０名 

３級 研修会・検定試験 

５月 奈良県コンベンションセンター ２社 ２名 ０名 

７月 奈良県コンベンションセンター ２社 ３名 ３名 

１１月 奈良県コンベンションセンター ３社 ３名 ２名 

３月 奈良県コンベンションセンター ２社 ３名 ２名 

４級 検定試験 

４月 奈良県コンベンションセンター ２社 ２名 ２名 

５月 奈良県コンベンションセンター ３社 ３名 ３名 

６月 奈良県コンベンションセンター １社 １名 １名 

７月 奈良県コンベンションセンター １社 １名 ０名 

８月 一般社団法人奈良県経済倶楽部 ２社 ２名 ２名 

９月 中止〔催行人数満たず〕 

１０月 一般社団法人奈良県経済倶楽部 １社 １名 １名 

１１月 奈良県コンベンションセンター ２社 ３名 ３名 

１２月 中止〔催行人数満たず〕 

１月 一般社団法人奈良県経済倶楽部 １社 １名 １名 

２月 奈良県コンベンションセンター １社 １名 １名 

３月 奈良県コンベンションセンター ４社 ４名 ３名 

合計 ４２社 ４７名 ３２名 

 

 

 

 

業種部門名 事業所数 

商業・金融部門 ６４ 

工業・公益部門 ４４ 

サービス部門 ８７ 

コールセンター等電話応対専門部門 １４０ 

合計 ３３５ 
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（４）電話応対・ビジネスマナー研修等 

企業人・社会人としての心構え、ビジネスマンとしての接遇・接客・言葉使い、電話応対における基礎力

向上、お客様からのクレームに対する応対、コールセンターにおける指導力向上及び電話応対コンクール 

での入賞を目的とした研修等を実施しました。 

 

項目 実施月日 実施場所等 講師等 
事業所数/ 
参加人数 

フレッシュ 

ビジネスマナー研修 

４月１４日 橿原商工会議所 
株式会社オフィスフロレゾン 

中 可子 

中止〔催行 

人数満たず〕 

４月２１日 
奈良県コンベン 

ションセンター 
２社/１０名 

新入･若手社員研修 
〈生駒商工会議所共催〉 

４月１７日 生駒商工会議所 
オフィスＲＩＮ 

奥田 郁子 
６社/９名 

電話応対コンクール 

事前対策セミナー 

５月２６日 
奈良県経済 

倶楽部 

オフィス フジタ 

藤田 順子 
３社/３名 

５月３１日 橿原商工会議所 
株式会社アクトプランニング 

依藤 由香 
４社/６名 

社員教育セミナー ６月１３日～１４日 
大和高田 

商工会議所 

株式会社ＪＢＭコンサルタント 

武田 祥子 
５社/１０名 

電話応対コンクール 

支部大会直前 

スキルアップセミナー 

８月３日 
奈良県コンベン 

ションセンター 

株式会社ＪＢＭコンサルタント 

中尾 知子 
９社/１３名 

電話応対コンクール 

全国大会直前 

ステップアップ研修 

（各回１時間/合計５回） 

９月２５日 

１０月２日 

１０月１０日 

１０月１３日 

１０月１６日 

オンライン方式 
株式会社ＪＢＭコンサルタント 

中尾 知子 
１社/１名 

指導者向け 

クレーム応対セミナー 
２月６日 オンライン方式 

株式会社ＪＢＭコンサルタント 

中尾 知子 
５社/１２名 

 

 

（５）講師紹介 

全国２００名の豊富な協会契約講師陣の中から、新入社員教育・コールセンター教育等、電話応対教育

に関することなど、２０２３年度は会員企業１１社様からのご要望に沿って講師を１１回紹介しました。 
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２．ＩＣＴ活用推進事業 

（１）ＩＣＴ活用推進事業については、「セキュリティ」、「ＤＸ推進」、「ワークスタイル変革」、「業務効率化」、 

「ＩｏＴ活用による生産性向上」等を主要なテーマとして、企業が抱える課題について、ＩＣＴサービスの活用

により解決する実例を盛り込んだセミナー等を開催しました。 

項目・テーマ 実施日 講師等 
事業所数/ 

参加人数 
備考 

オンラインセミナー 

「地域の課題解決に向けたＩＣＴ技術等の活

用について」 

①＜特別講演＞「デジタル社会で必要となる

中小企業のＤＸと新連携による新たな価値

づくり」 

②＜基調講演＞「ＮＴＴ西日本におけるスマ 

ートシティの取組み」 

５月２６日 

①ナレッジネットワーク(株)代

表取締役、一般社団法人日

本ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮ

ﾝ推進協会 代表理事、ﾃﾞｼﾞ

ﾀﾙ庁ｼｪｱﾘﾝｸﾞｴｺﾉﾐｰ伝道

師、総務省 地域情報化ｱﾄﾞ

ﾊﾞｲｻﾞｰ 

森戸 裕一 

②西日本電信電話(株) 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ営業本部 ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗ

ｲｽﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ営業部 

地域ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ担当部長 

小川原 正人 

２社/ 

２名 

本部主催 

 

ＮＴＴ東日本

西日本共催 

 

日本商工 

会議所後援 

ＩＣＴセミナー 

①あのマッキンゼーの世界的名コンサル 

タント大前さんに「ＤＸ戦略の成功条件」を 

学ぼう！ 

②「最新のＩＣＴ動向」 

７月５日 

①(株)ビジネス・ブレーク 

スルー 代表取締役会長大

前 研一（ビデオ）、 

(株)マインドシーズ 代表取

締役社長 丹羽 亮介 

②西日本電信電話(株) 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ営業本部 ｽﾏｰﾄﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ営業部長 

前田 敦 

１１社/ 

１１名 

近畿・本部・ 

東京・東海 

合同主催 

 

大阪商工 

会議所・ 

ＮＴＴ西日本 

東日本共催 

オンラインセミナー 

「ユーキョープレミアムウィメンズセッション 

２０２３」 

①ＩＣＴセミナー「スマホ活用仕事術２.０」 

②ＳＤＧｓセミナー「私たちと一緒に地球の 

未来を守ってください」 

③経営セミナー「岐路に立つ日本」 

７月１３日 

①(株)ﾄﾞｺﾓﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮ

ﾝｽﾞ 岡本 英子 

②ＳＤＧ‘ｓ 地球防衛隊 

リーダー 佐々木 明音 

③信州大学特任教授 

法学博士 ﾆｭｰﾖｰｸ州 

弁護士 山口 真由 

１社/ 

１名 

本部・東京・ 

関東事業 

推進部主催 

ＩＣＴ活用オンラインセミナー 

「メタバースとは何か～マネタイズのポイントと

今後の動向～｣ 

８月２４日 

中央大学 国際情報学部教

授／政策文化総合 

研究所所長 

近藤 俊輔 

５社/ 

５名 

愛媛・香川・

徳島・高知支

部・ 

本部主催 

 

ＮＴＴ東日本

西日本共催 

ＩＣＴ経営セミナー 

「分身ロボット社会参加の窓口人出不足 

解消の光！｣ 

①分身ロボットＯｒｉＨｉｍｅが可能にする 

“適材適所社会” 

②産業ＤＸ・地方創生を加速させる 

ローカル５Ｇ／ギガらく５Ｇ 

９月７日 

①(株)オリィ研究所 ＣＶＯ 

吉藤 オリィ 

②東日本電信電話(株) 

ﾈｯﾄﾜｰｸ事業推進本部 設

備企画部 無線ﾋﾞｼﾞﾈｽ推進

ＰＴ 西原 英臣 

２社/ 

４名 

 

北海道・ 

本部主催 

 

ＮＴＴ東日本

西日本共催 
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項目・テーマ 実施日 講師等 
事業所数/ 

参加人数 
備考 

オンラインセミナー 

「デジタル人材がいない中小企業のための 

ＤＸセミナー」 

①＜特別講演＞「中小企業には中小企業 

のＤＸがある」 

②「中小企業のお客さまの業務効率化や 

生産性向上を実現」 

９月２９日 

①(株)ＮＩコンサルティング 

代表取締役 長尾 一洋 

②ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

(株)、(株)ﾄﾞｺﾓﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰ

ｼｮﾝｽﾞ 講師 

２社/ 

２名 

近畿・本部・ 

東京・東海 

合同主催 

 

ＮＴＴ西日本 

東日本共催 

２０２３サイバーセキュリティ対策講座Ｖｏｌ３.０ 

①サイバー空間をめぐる脅威の情勢と 

サイバーセキュリティ対策 

～標的型メール攻撃のデモンストレー 

ションと具体的対策方法～ 

②企業におけるサイバー脅威・事故に対する

適切な対策とは！ 

③基本から再確認！２０２３情報セキュリティ 

講座～今日からすぐにできるセキュリティ 

対策の基礎知識を習得！～ 

１１月１日 

①警視庁 サイバー 

セキュリティ対策本部 

②東京海上日動火災保険株

式会社 

③ユーザ協会 

近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

２社/ 

２名 

近畿・本部・ 

東京・東海 

合同主催 

 

ＮＴＴ西日本 

東日本共催 

中国事業推進部主催 

２０２３年度オンラインセミナー 

①ＤＸ時代に求められる人材像とリスキリング

の重要性 

②宇宙に行くということ 

１１月２日 

①(株)ＮＴＴＨｕｍａｎＥＸ 

代表取締役 ＣＯＯ 

玉地 明 

②宇宙飛行士 

合同会社未来圏代表 

野口 聡一 

６社６名 

本部・広島支

部・鳥取支部・

島根支部・岡山

支部・山口支部

主催 

オンラインセミナー 

「ＡＩ等の最新ＩＣＴ技術がもたらす、新たな 

ビジネス環境への対応等について！」 

①＜特別講演＞「事業視点で知っておきたい

ＡＩ基礎技術とＤＸプロセスにおける活用」 

②＜基調講演＞「ＩＯＷＮがもたらす産業・ 

社会の変化」 

１２月８日 

①合同会社ＤＭＭ．ｃｏｍ 

ｲﾍﾞﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ事業部長 

兼 (株)ＤＭＭｱｲﾃﾞｱｸﾗｳﾄﾞ 

取締役 

古波鮫 大己 

②日本電信電話(株) 

研究企画部門 ＩＯＷＮ 

推進室長 川島 正久 

６社/ 

６名 

本部主催 

 

ＮＴＴ東日本西

日本共催 

 

日本商工 

会議所後援 

オンラインＩＣＴ活用セミナー 

「ゑびや大食堂のデータ活用事例」 

～売上６倍 利益率８０倍ＵＰの実績～ 

１２月１５日 
(有)ゑびや (株)ＥＢＩＬＡＢ 

代表取締役 小田島春樹 

３社/ 

３名 
富山支部主催 

オンラインセミナー 

「２０２４年新春特別企画」 

～あのマッキンゼーの世界的名コンサル 

タント大前さんに「２０２３年経済から見た 

今後の経済見通し」を学ぼう！～ 

１月１０日 

(株)ビジネス・ブレークスルー

大学＆大学院 学長 

大前 研一（ビデオ）、 

(株)マインドシーズ 代表取

締役社長 丹羽 亮介 

１６社/ 

１７名 

近畿・本部・ 

東京・東海 

合同主催 

大阪商工 

会議所・ 

ＮＴＴ西日本 

東日本共催 

オンライン経営セミナー 

①「世の中の生成ＡＩの動きについて」 

②「ＤＸは日本を変えるのか」 

１月２４日 

①西日本電信電話(株) 

福井支店 ﾋﾞｼﾞﾈｽ営業 

部長 倉田 鋼志 

②社会学者・作家 

古市 憲寿 

４社/ 

４名 

石川・富山・ 

福井支部主催 

 

ＮＴＴ西日本 

北陸・富山・ 

福井支店後援 

２０２４サイバーセキュリティ対策講座 

①サイバー空間をめぐる脅威の情勢と対策、

内部不正による情報漏洩対策 

②企業におけるサイバー脅威・事故に対する

適切な対策とは！ 

③基本から再確認！２０２４情報セキュリティ 

講座～今日からすぐにできるセキュリティ 

対策の基礎知識を習得！～ 

２月１５日 

①警視庁 サイバー 

セキュリティ対策本部 

②東京海上日動火災保険 

株式会社 

③ユーザ協会 

近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

１社/ 

１名 

近畿・本部・ 

東京・東海 

合同主催 

 

ＮＴＴ西日本 

東日本共催 
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項目・テーマ 実施日 講師等 
事業所数/ 

参加人数 
備考 

会場・オンライン同時開催 

「最新技術（ＡＩ・生成ＡＩ）活用セミナー」 

①生成ＡＩ（ＣｈａｔＧＰＴ）について 

②～ＡＩがもたらす未来～ 

人工知能の現在とこれからの地域社会 

２月２１日 

①デジタルグラフィックス 

株式会社 代表取締役 

河村 知明 

②東京大学薬学部 教授 

池谷 裕二 

１社/ 

１名 

釧路・根室商工

会議所、中標津

商工会・ 

本部・北海道 

支部主催 

 

ＮＴＴ東日本西

日本共催 

会場・オンライン同時開催 

①セキュリティ対策を学ぶ～突然の身代金要

求人質はあなたの会社の全データ～ 

②ｗｉｔｈコロナ・ａｆｔｅｒコロナの働き方と経営 

改革 

２月２８日 

①西日本電信電話(株) 

セキュリティプリンシパル  

粕淵 卓 

②世代・トレンド評論家／ 

インフィニティ代表取締役 

牛窪 恵 

１社/ 

１名 

名古屋商工会

議所・ 

本部・愛知支部

主催 

 

ＮＴＴ東日本西

日本共催 

 

＜参考＞ その他実施セミナー 

項目・テーマ 実施日 講師等 備考 

２０２３サイバーセキュリティ対策講座Ｖｏｌ２.０ 

①サイバー空間をめぐる脅威の情勢とサイバ

ーセキュリティ対策 

～標的型メール攻撃のデモンストレー 

ションと具体的対策方法～ 

②企業におけるサイバー脅威・事故に対する

適切な対策とは！ 

③基本から再確認！２０２３情報セキュリティ 

講座～今日からすぐにできるセキュリティ 

対策の基礎知識を習得！～ 

６月２８日 

①警視庁 サイバー 

セキュリティ対策本部 

②きらら保険サービス株式会社・東京海

上日動火災保険株式会社 

③ユーザ協会 

近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

近畿・本部・ 

東京・東海 

合同主催 

 

ＮＴＴ西日本 

東日本共催 

会場・オンライン同時開催 

「インボイス制度・電子帳簿保存法対策セミナ

ー」 

①インボイス制度等の実務対応の本質的な

課題と対処のポイント 

②まだ間に合う！インボイス残業を減らすため

のＤＸ化のポイント 

１２月４日 

①公認会計士 コンサルタント 川口 宏

之 

②東日本電信電話(株) 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ開発本部 

ＣＸﾋﾞｼﾞﾈｽ部 業務ＤＸ 

ｻｰﾋﾞｽ担当 中村 聡子 

本部・東京 

事業推進部 

主催 

 

ＮＴＴ東日本 

共催 

ＩＣＴオンラインセミナー 

「話題のＣｈａｔＧＰＴ/生成ＡＩを学ぼう 

～ＣｈａｔＧＰＴをはじめとする生成ＡＩで何が 

できるのか、何が変わるのか～」 

１月１６日 

日本マイクロソフト株式会社・エバンジェリ

スト 

業務執行役員 

西脇 資哲 

群馬支部主催 

ＩＣＴオンラインセミナーｉｎ九州 

①「学校では習わない睡眠のあれこれ」 

 ～睡眠改善から始める経営健康の手引き～ 

②「ピンチのあとにチャンスあり」 

２月８日 

①ＮＴＴ PARAVITA(株) 代表取締役

社長 

中野 康司 

②(公財)日本ﾗｸﾞﾋﾞｰﾌｯﾄﾎﾞｰﾙ協会 副

会長 

清宮 克幸 

本部・九州事業

推進部・福岡・

佐賀・長崎・熊

本・大分・ 宮

崎・鹿児島・沖

縄支部主催 

 

ＮＴＴ東日本西

日本共催 

会場・オンライン同時開催 

①＜特別講演＞「ビヨンド５G時代の展望」 

～世界を見据えた企業戦略を～ 

②＜基調講演＞「ＩＯＷＮがもたらす産業・ 

社会の変化」            

３月１日 

①早稲田大学大学院経営管理研究科・

教授 

長内 厚 

②ジャパン・プロフェッショナル・バスケット

ボールリーグ 

理事長 島田 慎二 

千葉支部主催 
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項目・テーマ 実施日 講師等 備考 

会場・オンライン同時開催 

「まちづくり推進セミナー」 

①持続的な発展を可能にする"地域循環型社

会"の実現～地域からミライをつくる 

ＰＲＯＪＥＣＴ～ ＧＸによる街づくり 

②職場のメンタルヘルス 

～文明や科学技術の発展よりも大切なこと 

こころの羅針盤 人生を迷わないために～ 

３月４日 

①東日本電信電話株式会社 ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉ

ﾍﾞｰｼｮﾝ本部 

まちづくり推進部 ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ推進

担当 担当部長 

中川 応能 

②日本メンタルヘルス協会 

代表 心理カウンセラー 

衛藤 信之 

東北事業推進

部主催 

 

東北六県商工

会議所連合会

共催 

会場・オンライン同時開催 

「経営トップセミナー」 

物価上昇と中小企業経営 

～地域経済活性化への道筋～ 

３月１５日 

ジャーナリスト・経済産業省産業構造審議

会委員・ 

日本文藝協会会員・ 

日本外国特派員協会会員 

三神 万里子  

群馬支部主催 

 

東日本電信電

話株式会社 

群馬支店共催 

 

 

（２）ＩＣＴに関する情報発信については、ホームページ、テレコム・フォーラム誌、メールマガジンを活用し、 

ＩＣＴを事業発展に役立てた実例を紹介する等、会員及び情報通信サービス利用者にお役立ていただける

情報を発信しました。 

 

（３）「標的型攻撃メール予防訓練サービス」の取り組み 

会員様参加無料施策及び非会員様の参加無料体験施策として、チラシ、支部ニュース等を通じてご案

内しました。 

 

（４）「eラーニングサービス」 

企業研修のスタンダードになりつつあるｅラーニングを活用した講座を実施し、２０２３年度は会員企業７社

１１名様の参加がありました。 

 

 

３．「奈良支部ニュース」の発行 

各種事業のご案内・事業実施模様・会員様のご紹介・様々なご意見の掲載、事務局と会員様間及び会

員様相互間のコミュニケーションツールとして「奈良支部ニュース」を発行し、テレコム・フォーラム誌に同封

し会員様へお届けしました。 
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４．その他 

研修（オンライン方式）   

項目・テーマ 実施日 講師等 
事業所数/ 

参加人数 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のためのＺｏｏｍ体験講座（初級編） 
４月１８日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 
１社/１名 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のためのＩＣＴリテラシー講座 
５月２４日 

コニカミノルタ株式会社 ＦＯＲＸＡＩ 

事業統括部 ソリューション開発部長  

京尾 俊作 

２社/２名 

近畿６支部合同開催 

電話応対トレーニング電コン編 
５月～８月 ユーザ協会契約講師 １社/１名 

近畿６支部合同開催 

Ｅメール書き方講座（応用編） 
６月２１日 

株式会社ＪＢＭコンサルタント 

主席講師 中尾 知子 
１社/１名 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のためのＤＸリテラシー講座Ｖｏｌ.１.０ 
７月２６日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 
１社/１名 

 

＜参考＞ その他実施セミナー 

項目・テーマ 実施日 講師等 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のための情報セキュリティ講座 
４月２４日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のための情報セキュリティ講座 
１０月１６日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のためのＺｏｏｍ体験講座（初級編） 
１０月２７日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

近畿６支部合同開催 

Ｅメール書き方講座（応用編） 
１２月５日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のためのＤＸリテラシー講座Ｖｏｌ.２.０ 
１２月２５日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

近畿６支部・東京・東海合同開催 

経営者のためのＩＣＴリテラシー講座 
１月３０日 

ユーザ協会 近畿事業推進部長 

川畑 文雄 

 

 

各種セミナー・講演会（集合方式） 

項目・テーマ 実施日 実施場所 講師等 
事業所数/ 

参加人数 

２０２３年度 経営･経済セミナー 

「強靭な日本経済を目指して」 

～経済政策はどうあるべきか～ 

６月１２日 
ホテル 

日航奈良 

京都大学大学院工学研究科 

（都市社会工学） 教授 

藤井 聡 

２２社２９名 
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５．会議等 

項目 実施日 実施場所 出欠状況 議案内容 

２０２３年度 

理事会・評議員会 
６月１２日 

ホテル 

日航奈良 

理事数  １８名 

出 席   １８名 

（１）２０２２年度事業活動報告及び決算・監査報告 

（２）２０２３年度事業活動計画（案）及び 

収支予算計画（案） 

（３）奈良支部 理事・評議員及び顧問の辞任に 

伴う後任者選任の件 

評議員数 ２６名 

出 席    ２６名 

 

 

６．会員の状況 

２０２１年度末 入会数 退会数 増減 ２０２２年度末 

３６４ ７ ２４ -１７ ３４７ 

２０２２年度末 入会数 退会数 増減 ２０２３年度末 

３４７ ２ ２６ -２４ ３２３ 
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【第１号議案－２】 

２０２３年度 収支決算報告書 

自：２０２３年　４月１日
至：２０２４年３月３１日

【収入の部】 　（単位：円）

  会員会費収入

  賛助会費収入

　電話応対競技会収入 電話応対コンクール関連

　会報誌等発行収入 奈良支部ニュース関連

　セミナー等収入 電話応対教育、ＩＣＴ利用促進、著名人セミナー関連

　電話応対技能検定収入 もしもし検定関連

　組織強化収入 地域連携及び集客施策関連

受取利息

【支出の部】

　電話応対競技会費 電話応対コンクール関連

　会報誌等発行費 奈良支部ニュース関連

　セミナー等費 電話応対教育、ＩＣＴ利用促進、著名人セミナー関連

もしもし検定関連

　組織強化費 地域連携及び集客施策関連

会議費 理事会・評議員会 会議費関連

その他経費 通信運搬、備品消耗品、複合機リース、会費回収委託費等

　本部費等支出 本部・近畿・共通経費

　上部費等支出 会員・決裁業務・経理・勤怠管理システム等利用料

　法人税等分担支出 消費税・法人税分担費

(B)当期支出合計

固定資産除却損 0 1 1

(D)前期繰越収支差額 4,681,179 4,681,179 0

(E)次期繰越収支差額(C+D) 4,850,185 4,691,743 ▲ 158,442

6,435,503 6,520,949 85,446

(C)当期収支差額(A-B) 169,006 10,564 ▲ 158,442

202,575 248,854 46,279

127,928 148,722 20,794

内部取引支出 392,503 397,576 5,073

62,000 ▲ 62,000

811,000 749,192 ▲ 61,808

表彰費支出 60,000 0 ▲ 60,000

管理費 1,083,000 1,000,201 ▲ 82,799

272,000 251,009 ▲ 20,991

　電話応対技能検定費 797,000 1,186,834 389,834

187,000 137,420 ▲ 49,580

360,000 344,000 ▲ 16,000

871,000 1,063,615 192,615

事業費 4,900,000 5,123,171 223,171

2,685,000 2,391,302 ▲ 293,698

(A)当期収入合計 6,604,509 6,531,513 ▲ 72,996

　　              　　　（単位：円）

　勘　　定　　科　　目 予　　算 決　　算 差　　　異 記　　事

187,000 181,000 ▲ 6,000

雑収入 9 13 4

871,000 1,045,000 174,000

1,397,000 1,536,000 139,000

2,685,000 2,394,000 ▲ 291,000

360,000 356,000 ▲ 4,000

30,000 30,000 0

　勘　　定　　科　　目 予　　算 決　　算 差　　異 記　　事

事業収入 5,500,000 5,512,000 12,000

会費収入 1,104,500 1,019,500 ▲ 85,000

1,074,500 989,500 ▲ 85,000
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【第１号議案－２】 

貸 借 対 照 表 

２０２４年３月３１日現在 

 

金　額 金　額

0 38,948

1,658,845 1,100

0 18,456

2,558,172 0

448,800 58,504

前払金　 84,430

仮受消費税 0 0

合　計 4,750,247 0

0 4,691,743

0 4,691,743

4,750,247 4,750,247資産合計 負債及び正味財産合計

本部口座預入金 内部借入金

未収金 合　計

Ⅲ　正味財産の部

正味財産

指定正味財産

指定正味財産合計

固定資産

その他固定資産
 （什器備品含む）

一般正味財産

合　計 正味財産合計

勘　　定　　科　　目 勘　　定　　科　　目

流動資産

現　金

流動負債

未払金

普通預金 前受金

郵便貯金 預り金

Ⅰ資産の部 Ⅱ　負債の部
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【第１号議案－３】 
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【第２号議案－１】 

 

２０２４年度 事業活動計画 

 

日本電信電話ユーザ協会は、公益財団法人として２大事業である「ＩＣＴ活用推進事業」及び「テレコミュ

ニケーション教育事業」の普及拡大に向け、各種施策や会員サービスの充実等に取り組んでいるところで

す。 

 

２０２３年度においては、我が国経済が新型コロナウィルス感染症の影響から緩やかに回復していく中で、Ｉ

ＣＴ活用推進事業としては、従来から実施してきた全国で視聴可能なＩＣＴセミナーのオンライン開催の他に

ＤＸに関するｅラーニングやワークショップ型の研修等、協会として自らが新たなサービスやデジタル技術を

利用した業務の見直し等を行うとともに、参加される方々の要望に沿った施策を展開してきた一年でありまし

た。テレコミュニケーション教育事業としては、昨年度に引き続き、集合型にて電話応対コンクール全国大

会を札幌市にて開催しました。  

 

２０２４年度事業運営においては、コロナ禍で培ったＩＣＴを活用したリモート方式等の事業運営方法を更に

進化させながら、公益財団法人として普く広く協会事業のプレゼンス向上に向け、これまで以上に地域の商

工会議所及び商工会等との連携強化を図り、協会会員のみならず会員以外の方々等にも事業運営の発展

に資するような情報発信、活動の充実を図って参ります。 

ＩＣＴ活用推進事業については、中小企業のＤＸ導入支援や最新セキュリティ対策、近年話題となってい

るＡＩ等の活用事例などの紹介を、全国で視聴が可能なオンラインセミナー、ＩＣＴ講座等にて積極的に情

報発信して参ります。あわせて、各地域商工会議所や各ステークホルダーの皆様と連携した地域密着型セ

ミナー開催等にも積極的に取り組みます。 

 

また、テレコミュニケーション教育事業においては、電話応対コンクール、企業電話応対コンテスト、電話

応対技能検定等を通じて、参加企業における電話応対品質の向上や参加者のスキルアップ等にお役立て

いただけるよう更なる改善を行います。また、テレコミュニケーション教育事業の一つとして、根強い人気が

ある「新入社員及び若手社員向け」をはじめとした各種研修事業については、オンラインでの開催を軸に、

事業展開の拡大をして参ります。 

 

当協会では、地域の商工会議所等との連携を更に強固なものとし中小企業の皆様等へＤＸ導入やＩＣＴ

活用の一助となる事に加え、新型コロナウィルス等の影響により減少した「テレコミュニケーション教育事業」

への参加者の拡大を目指すために、協会ホームページや情報誌、メルマガ、公式ＳＮＳや各種広報メディア

等を活用して各種情報を広く周知、発信していくことにより、ＩＣＴ活用推進事業やテレコミュニケーション教

育事業の推進を通じて、地域課題の解決や地域活性化に寄与した事業展開を目指して参ります。 
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Ⅰ 基本方針 

 

ＩＣＴ活用推進事業については、業務改革やコスト削減等の様々な課題解決に向けたＤＸ導入や、不

安定な世界情勢等を背景に対策が急務となっている情報セキュリティ、ＣｈａｔＧＰＴをベースとしたテキス

ト生成ＡＩ等の最新技術のＩＣＴ活用事例等のご紹介や会員特典等により、皆様の課題解決にお役立てい

ただける情報発信を積極的に行って参ります。また、テレコミュニケーション教育事業については、より多く

の方にご活用いただけるように広く事業紹介及び参加勧奨を行うとともに、事業内容の更なる充実に取り

組みます。 

 

Ⅱ 具体的な取り組み 

 

１．ＩＣＴ活用推進事業 

（１）ＩＣＴ活用推進事業については、２０２１年度より実施している全国から視聴可能なオンラインセミナー 

およびＩＣＴ講座を、更に多くの皆様に視聴して頂くため年間での計画を策定し、また各種媒体での周知

を強化する等、ＩＣＴを活用した取り組みを積極的に実施してきました。 

 

（２）２０２４年度においても、引き続き、企業の課題解決や生産性向上に向けたＤＸの導入や、不安定な

世界情勢を背景に更に意識が高まっている最新のセキュリティ対策、コールセンタや企業の問い合わせ

手段として活用されつつあるＣｈａｔボット機能に使用されている最新技術「ＣｈａｔＧＰＴ」、ＩＣＴを活用した

企業の働き方改革、地域課題・まちづくりを解決するＩＣＴなどをＩＣＴ活用推進セミナーの主要テーマとし

てご提供していきます。 

 

（３）あわせて各地域商工会議所や各ステークホルダーの皆様と連携した地域密着現地開催型セミナー

についてもこれまで同様に積極的に開催して参ります。 

 

２．テレコミュニケ－ション教育事業 

（１）電話応対コンク－ルについては、最近の若者を中心とした「電話恐怖症」克服への処方箋として、未

参加企業、未参加事業所へ積極的な参加勧奨を行う等、参加拡大に取り組みます。各地区等の大会に

ついては、より多くの方に参加いただけるようにＩＣＴを活用したハイブリット方式での開催を推進します。 

 

（２）企業電話応対コンテストについては、様々な機会をとらえて事業内容の紹介を行い参加拡大に取り

組みます。また、参加企業いただいた企業の業務の振り返りにいち早くお役立ていただけるよう、ＩＣＴを活

用した報告書のデジタル提供を行います。 

 

（３）電話応対技能検定については、高校・大学等教育機関や新たな企業に対して検定の仕組みを育成

手段として活用いただくことについて提案するとともに、合格者に対し上位級へのチャレンジを促すなど、

受検者数の拡大に取り組みます。 

 

（４）電話応対・ビジネスマナー等研修については、リモート方式等ＩＣＴを活用し受講者が参加しやすい方

法で開催するとともに、参加者のビジネススキルの向上等にお役立ていただけるよう内容の充実に取り組

みます。 
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３．会員サービスの充実及び新規会員獲得活動の強化 

今後も会員企業のご意見を積極的にお聞きし、会員の方々の満足度の向上を目指すとともに、ＩＣＴセミ

ナー等に参加いただいた会員以外の方へも、当協会事業に対する認知度向上に向け、更なる情報提供や

イベントへの参加勧奨等を積極的に行い、新規会員獲得活動を強化して参ります。 

また、当協会自身がＩＣＴ活用のモデルとなるべく、積極的にＤＸ等の導入を図るとともに、更なる業務の

効率化を行って参ります。 
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２０２４年度 年間事業施策実施予定 

公益財団法人日本電信電話ユーザ協会 奈良支部 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

ビジネスコミュニケーション教育事業

主に新規採用社員を対象にしたビジネスマナーや電話応対の基本を

徹底指導（4/4、4/10）
★

商工会議所との共催（6/6、6月中下旬） ★

オンライン

全国参加型ビジネス

コミュニケーション研修（有料）

 ・お一人様１日研修（税込）

　 会員：8,800円、一般：12,100円

 ・お一人様半日研修（税込）

　 会員：5,500円、一般：8,800円

東京支部主催を

中心とする

全国参加型研修

皆様のスキルアップにお役立てください。

【研修メニュー】

　①電話応対基礎、②ビジネスメール基本、③敬語ブラッシュアップ

　④クレーム応対（初級）、⑤同（中・上級）、⑥同（難渋）、

　⑦コミュニケーション力強化、⑧アンガーマネジメント、

　⑨電話応対リーダー育成、⑩シニア・高齢者応対基礎、

　⑪営業力強化研修、⑫英語応対基礎

①

①

②

④

⑨

①

⑦

⑪

④
①

③
⑤ ①

⑥

⑧

⑩

①
①

⑨

①

⑦

⑫

⑦

４級 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

３級 ４級合格者の３級検定含む ★ ★ ★ ★

２級 とび２級検定含む ★ ★

１級 ★ ★

オンライン

・電話応対トレーニング研修

近畿支部

合同開催

今年度の電話応対コンクールの問題を使ったトレーニングです。電話応対コンクールへ初

めて出場される方、ご自身の応対スキルに不安がある方を対象に、個別指導によるスキル

アップを図る
★ ★ ★ ★ ★

事前対策

セミナー
一次予選参加者を対象に電話応対の基礎及び実践スキルを習得する（5/24） ★

一次予選 職場に居ながら方式（6/24～7/5）  ★  ★

スキルアップ

セミナー
支部大会出場者を対象に更なる電話応対スキルの向上を図る（8/8） ★

支部大会 奈良県コンベンションセンター（9/6） ★

ステップアップ

セミナー

全国大会出場者を対象に個別指導による更なる電話応対スキルの

向上を図る（10/8～11/8、計4～5回） ★ ★

全国大会 高知県高知市（11/15） ★

クレーム応対の基本原則や実践的なスキルを学びます。また、指導者として部下のクレー

ム応対をサポートする方法についても解説します。 ★

電話応対診断
事業所等の電話応対レベルをユーザ協会契約講師が、診断評価し

改善点等をフィードバック・指導
通年

受付

審査 参加企業への電話審査

表彰 結果発表及び表彰式（11/15） ★

ＩＣＴ活用推進事業

オンライン

・全国参加型ＩＣＴセミナー

　（会員：無料、一般：原則無料）

現代のビジネスにおいて重要な役割を果たしているＩＣＴ分野における「最新動向」と「ビ

ジネス活用」の2つの視点から情報を提供。
★ ★

大前氏
★ ★ ★

大前氏
★

オンライン

・全国参加型ＩＣＴ体験講座

　（会員：無料、一般：有料）

中小企業の経営幹部の方にＩＣＴ活用の理解と実績機会を提供。

【開講講座】　※（　）内はオンデマンド化予定月

　①サイバーセキュリティ対策講座

　②経営者のためのＺｏｏｍ体験講座 （4月～）

　③経営者のためのＤＸリテラシー講座 （9月～）

　④経営者のためのＩＣＴリテラシー講座 （1月～）

　⑤経営者のための情報セキュリティ対策講座 （5月～）

⑤ ① ③ ① ④ ①

その他事業等

理事会

評議委員会
ホテル日航奈良（6/10） ★

経営経済セミナー
協会役員及び会員企業様等を対象に開催（6/10）

 ※ 上記の理事会等と連動して実施
★

奈良支部イベント

ニュースの発行
毎月の行事、模様を掲載 通年

テレコム

フォーラム誌発行
本部から会員様へ直送 通年

広報活動等

主な事業施策 内容
開催予定月等

新入・若手社員等 ビジネスマナー研修

もしもし検定

電話応対コンクール

オンライン

・クレーム応対セミナー

企業電話応対コンテスト

諸会議等

 

※各事業の詳細は、奈良支部ホームページにてその都度案内を実施いたします。 
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【第２号議案－２】 

２０２４年度 収支予算計画 

自：２０２４年　４月１日
至：２０２５年３月３１日

【収入の部】 　（単位：円）

  会員会費収入

  賛助会費収入

　電話応対競技会収入 電話応対コンクール関連

　会報誌等発行収入 奈良支部ニュース関連

　セミナー等収入 電話応対教育、ＩＣＴ利用促進、著名人セミナー関連

　電話応対技能検定収入 もしもし検定関連

　組織強化収入 地域連携及び集客施策関連

受取利息

【支出の部】

　電話応対競技会費 電話応対コンクール関連

　会報誌等発行費 奈良支部ニュース関連

　セミナー等費 電話応対教育、ＩＣＴ利用促進、著名人セミナー関連

もしもし検定関連

　組織強化費 地域連携及び集客施策関連

会議費 理事会・評議員会 会議費関連

その他経費 通信運搬、備品消耗品、複合機リース、会費回収委託費等

　本部費等支出 本部・近畿・共通経費

　上部費等支出 会員・決裁業務・経理・勤怠管理システム等利用料

　法人税等分担支出 消費税・法人税分担費

(B)当期支出合計

固定資産除却損 0 1 ▲ 1

(D)前期繰越収支差額 4,691,743 4,681,179 10,564

(E)次期繰越収支差額(C+D) 4,692,033 4,691,743 290

6,796,223 6,520,949 275,274

(C)当期収支差額(A-B) 290 10,564 ▲ 10,274

248,791 248,854 ▲ 63

148,673 148,722 ▲ 49

内部取引支出 903,223 397,576 505,647

505,759 505,759

763,000 749,192 13,808

表彰費支出 60,000 0 60,000

管理費 1,033,000 1,000,201 32,799

270,000 251,009 18,991

　電話応対技能検定費 697,000 1,186,834 ▲ 489,834

195,000 137,420 57,580

360,000 344,000 16,000

1,307,700 1,063,615 244,085

事業費 4,800,000 5,123,171 ▲ 323,171

2,240,300 2,391,302 ▲ 151,002

(A)当期収入合計 6,796,513 6,531,513 265,000

　　              　　　（単位：円）

　勘　　定　　科　　目 ２０２４年度計画 ２０２３年度実績 差　　　異 記　　事

195,000 181,000 14,000

雑収入 13 13 0

1,639,700 1,045,000 594,700

1,378,000 1,536,000 ▲ 158,000

2,240,300 2,394,000 ▲ 153,700

360,000 356,000 4,000

30,000 30,000 0

　勘　　定　　科　　目 ２０２４年度計画 ２０２３年度実績 差　　異 記　　事

事業収入 5,813,000 5,512,000 301,000

会費収入 983,500 1,019,500 ▲ 36,000

953,500 989,500 ▲ 36,000
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【第３号議案】 

 

奈良支部役員・評議員の選任及び退任の件 

 

公益財団法人日本電信電話ユーザ協会奈良支部における役員及び評議員の選任及び退任に

ついて下記のとおり提案いたします。 

 

記 

 

１．理事及び評議員の退任承認の件 

（１）副支部長 

氏名 所属 役職等 

松塚 幾善 奈良県商工会連合会 会長 

森本 俊一 橿原商工会議所 会頭 

 

（２）理事 

氏名 所属 役職等 

平越 國和 香芝市商工会 会長 

熊谷 禎彌 下市町商工会 会長 

桝井  博 奈良県商工会連合会 専務理事 

浅野  誠 大和高田商工会議所 専務理事 

 

（３）評議員 

氏名 所属 役職等 

増本 隆史 奈良交通株式会社 取締役副社長 

松久保 英信 奈良東商工会 会長 

城本 隆次 株式会社奈良パークホテル 支配人 

佐藤  進 佐藤薬品工業株式会社 代表取締役会長 

 

 

２．役員及び評議員の選任の件 

奈良支部の役員及び評議員の任期は、２０２４年６月期開催の役員会・評議員会までであるこ

とから、奈良支部会則第５条、第６条、及び第１０条に従い、別紙①②にて理事候補１８名、監事

候補２名、評議員候補２３名の選任を理事会に提案いたします。
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【別紙①】 

 

奈良支部役員候補者 （敬称略・順不同） 

協会役職名 氏 名 所属事業所・役職等 区分 記 事 

支部長 小山 新造 奈良県商工会議所連合会 会長 再任  

副支部長 中谷 守孝 奈良県商工会連合会 会長 新任 
松塚 幾善  

副支部長 後任 

副支部長 河村 憲一 大和高田商工会議所 会頭 再任  

副支部長 鐵東 貴和 生駒商工会議所 会頭 再任  

副支部長 佐藤 進 橿原商工会議所 会頭 新任 
森本 俊一 理事

後任 

副支部長 田原 清孝 株式会社田原建設 会長 再任  

理事 中野 雅史 大和郡山市商工会 会長 再任  

理事 山中 弘行 株式会社メモワージュ創葬館 代表 再任  

理事 𠮷村 孝勝 香芝市商工会 会長 新任 
平越 國和 理事 

後任 

理事 松嶋 秀典 御所市商工会 会長 再任  

理事 福井 伊佐男 王寺町商工会 会長 再任  

理事 福井 達郎 桜井市商工会 会長 再任  

理事 吉谷 良浩 下市町商工会 会長 新任 
熊谷 禎彌 理事 

後任 

理事 今仲 進 奈良県商工会連合会 専務理事 新任 
桝井 博 理事 

後任 

理事 勝井 康晴 大和高田商工会議所 専務理事 新任 
浅野 誠 理事 

後任 

理事 大原 曉 生駒商工会議所 専務理事 再任  

理事 中村 吉代茂 橿原商工会議所 専務理事 再任  

理事・    

支部長代行 
峯川 郁朗 奈良県商工会議所連合会 常任幹事 再任  

監事 岡本 浩至 奈良県商工会連合会 事務局長 再任  

監事 寺田 和正 奈良商工会議所 事務局長 再任  

顧問 浅井 達之 西日本電信電話株式会社  奈良支店長 再任  
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【別紙②】 

 

評議員候補者                                     （敬称略・順不同） 

協会役職名 氏 名 所属事業所・役職等 区分 記 事 

評議員 小林 伸嘉 三和建設株式会社 代表取締役社長 再任  

評議員 山野 豊 奈良交通株式会社 常務取締役 新任 
増本 隆史 評議員 

後任 

評議員 近東 宏佳 共同精版印刷株式会社 代表取締役社長 再任  

評議員 原田 隆太 株式会社奈良ホテル 代表取締役社長 再任  

評議員 豊澤 安男 奈良豊澤酒造株式会社 代表取締役会長 再任  

評議員 中谷 裕二良 
株式会社チャンピオンシップス  

代表取締役社長 
再任  

評議員 上武 敏一 上武建設株式会社 代表取締役会長 再任  

評議員 藤本 正義 藤本建設株式会社 代表取締役会長 再任  

評議員 榎堀 明 
特定非営利活動法人 

未来つなぐワークケア 理事長 
再任  

評議員 松井 一郎 奈良東商工会 会長 新任 
松久保 英信 評議員 

後任 

評議員 藤山 和徳 天理市商工会 会長 再任  

評議員 当麻 和重 株式会社トーマ 代表取締役社長 再任  

評議員 吉田 暁 梅乃宿酒造株式会社 会長 再任  

評議員 西田 陽昭 株式会社三英電化 代表 再任  

評議員 船木 克容 大和研磨材株式会社 代表取締役 再任  

評議員 宮原 克尚 御所市商工会 副会長 再任  

評議員 森近 勝 株式会社アイワ 会長 再任  

評議員 打谷 久義 打谷石材株式会社 代表取締役会長 再任  

評議員 高瀬 雅庸 ナント種苗株式会社 専務取締役 再任  

評議員 嶋本 英良 株式会社嶋本商店 代表取締役社長 再任  

評議員 辻本 博一 宇陀商工会 副会長 再任  

評議員 栗山 芳郎 五条ガス株式会社 代表取締役 再任  

評議員 松本 幸男 東吉野村商工会 会長 再任  

 

３．任期 

２０２４年度から２０２６年度の役員会・評議員会までの２年間 
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【第４号議案】 

 

奈良支部会則の一部変更の件 

 

 

奈良支部の組織運営を適正かつより効率的に行うために、以下のとおり、会則の一部変更を 

提案いたします。 

 

 

現行会則と変更会則案の対照表 

現行会則 変更会則案 

（評議員の選任と任期） 

第１０条 

３ 支部評議員は、支部理事会において選任す

る 

 

（評議員の選任と任期） 

第１０条 

３ 支部評議員は、支部理事会において選任及

び解任する 

（議事録） 

第１９条 

２ 議事録は、支部理事会にあっては出席支部

理事、支部評議員会にあっては出席支部評議

員のうちから選出された議事録署名人２名以上

が議長とともに署名しなければならない。 

 

（議事録） 

第１９条 

２ 議事録は、支部理事会にあっては出席支部

理事、支部評議員会にあっては出席支部評議

員のうちから選出された議事録署名人２名以上

が議長とともに署名しなければならない。同時開

催の場合は、出席支部理事若しくは出席支部

評議員のうちから選出された議事録署名人１名

以上が議長とともに署名しなければならない。 

 

 

 

附則 

・この改正は、本理事会の承認のあった日（２０２４年６月１０日）から施行する。 

・ただし第１９条は、現行の開催方式となった２０１３年度に遡って適用する。 


